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1. はじめに 

 

1995年の兵庫県南部地震以降，橋脚の耐震補強や

上部構造の落橋防止対策が進められてきており，落

橋などの致命的な被害に対しては一定の対策がなさ

れている．2016年熊本地震においても，橋脚の耐震

補強や上部構造の落橋防止対策の効果もあり，落橋

などの致命的な被害は限定的であった．一方，落橋

は免れたものの，支承が破壊し，上部構造が支承か

ら脱落した橋梁については，復旧に時間を要し，地

震後の速やかな機能回復に支障を来すケースが見受

けられた． 

道路橋の支承部については，レベル2地震（以下，

L2地震）に抵抗できない旧タイプA支承が残置され

ており，地震後に速やかに機能回復するためには，

タイプA支承部の耐震性を向上させることが求めら

れる．タイプA支承部の耐震性を向上させるために

は，タイプB支承への取替が考えられるが，既設の

支承を取り替えるためには，大規模な仮設工が必要

となり，多大なコストと時間を要する場合が多い． 

また，近年，ゴム支承が地震により破断やき裂等

の損傷が生じるという事象が発生している．2011年

東北地方太平洋沖地震では，平成8年道路橋示方書

V1)（以下，道示V）に基づいてL2地震動に対して設

計や照査がなされたゴム支承に破断やき裂等の損傷

が生じた．仙台東部道路の東部高架橋では，地震時

水平力分散型ゴム支承18基が破断した．また，仙台

北部道路の利府高架橋では， 3月11日の本震時に地

震時水平力分散型ゴム支承3基が破断し，さらに 5基

にき裂が生じた．さらに4月7日の余震で，8基が破

断し，その他9基が損傷を受けた2,3)．東水戸道路の

新那珂川大橋では，地震時水平力分散型ゴム支承9

基にき裂が発生し，国道6号バイパスの旭高架橋に

おいても，鉛プラグ入り積層ゴム支承4基にき裂が

発生した4)．2016年熊本地震でも，平成8年道示Vに

基づいてL2地震動に対して設計や照査がなされたゴ

ム支承に破断やき裂等の損傷が生じた．俵山大橋で

は，ゴム支承の破断，脱落，残留変形といった損傷

が生じた．大切畑大橋でもゴム支承の破断が生じた
5,6)．これらのゴム支承の破断の原因のひとつとして，

ゴム支承の劣化が考えられており，各機関でその劣

化メカニズムの研究が進んでいる7-13)．ゴム支承は

内部で劣化が進行していてもただちに常時の鉛直力

支持機能を失うことは考えにくい．ただし，地震時

の水平力分担機能については，その機能を代替えす

るものが必要と考えられる． 

このような旧タイプA支承の耐震性向上やゴム支

承の劣化といった課題に対して，既設支承を存置し

たまま，その機能を補完する水平力分担構造等を追

加する方法も考えられる．水平力分担構造について

は，既存のデバイスとして，RCブロック，鋼製ブ

ロック，せん断パネル型ダンパー，シリンダー型ダ

ンパー等がある．RCブロックについては，2016年

熊本地震において，府領第一橋の横変位拘束構造と

して設置されていたが，取付け部の脆性的な破壊に

よって落橋に至っている14)．取付け部を破壊させな

いためには， RCブロック本体と取付け部の耐力の

階層化が必要になると考えられる．しかし，支承部

周辺の狭隘な空間においてRCブロックを設計する

場合，耐力のコントロールは容易ではないと考えら

える．鋼製ブロックについても，RCブロック同様

に，取付け部との耐力の階層化が課題になると考え
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られる．さらに，鋼製ブロックは板組構造となるた

め，地震による繰返し作用を受けた場合の溶接部の

低サイクル疲労についても課題となる．せん断パネ

ルダンパーについては，比較的耐力をコントロール

しやすいと考えられる15-17)．ダンパーとして機能す

る方向が1方向のみであり，2方向に機能させる場合

は，さらに大きな設置空間を要するため，維持管理

の容易さに支障を来すことが懸念される．また，鋼

製ブロック同様に，地震による繰返し作用を受けた

場合の溶接部の低サイクル疲労や面外座屈の進展の

課題がある．シリンダー型ダンパーについては，せ

ん断パネルダンパー同様に，ダンパーとして機能す

る方向が1方向のみである．また，経年による機能

の低下が外観から確認できないという課題もある．

以上のような既存の工法の課題を解決するためには，

(1)コンパクトであり，維持管理の容易さの妨げにな

らなず，(2)耐力のコントロールが容易で，望ましい

損傷形態への誘導が可能であり，(3)指向性が小さく，

ひとつのデバイスで上部構造の面的な挙動に追随す

るデバイスが望まれる．さらに，支承部の耐震性を

向上させるためには，水平力分担構造，落橋防止構

造，段差防止構造などの複数のデバイスを設置する

必要があり，道路橋示方書Vによれば，ひとつのデ

バイスがこれらの機能を兼ねてはならないという規

定はある一方，既設の支承部の周辺にこれらの構造

をすべて独立して設置することは困難なケースが多

い．そこで，(4)多機能かつ各機能を段階ごとに確実

に発揮させることで，ひとつのデバイスで，水平力

分担，落橋防止，段差防止を担えるような構造も望

まれる． 

本検討では，以上のような(1)～(4)の設計コンセ

プトを実現するために，筆者らは，支承部を壊れに

くく，また仮に壊れたとしても粘り強く壊れていく

ようにコントロールする支承部損傷制御装置DC

（Damage Control）ストッパーを開発した．本稿で

は，従来の水平力分担装置の課題を踏まえたDCス

トッパーの開発コンセプト，形状の検討，および性

能検証実験の結果について述べる． 

 

 

2. 従来の水平力分担装置の課題を踏まえた開

発コンセプト 

 

既設の支承部の耐力を向上させるためには支承本

体を交換する方法と，既設支承とは別に水平力分担

装置を設置する方法がある．支承本体を交換する方

法については，支承部周辺の空間の狭さや取付け部

の耐力向上が難しいために交換できないケースがあ

る．一方，既設の支承とは別に水平力分担装置を設

置する場合については，表-1に示すように耐力のコ

ントロールに課題がある．従来の水平力分担装置は

L2地震動に対して耐力を確保するように設計されて

いるが，水平力分担装置の最大耐力が確認されてい

ないため，L2地震動を超える状況になった場合，荷

重が取付け部の耐力を上回り，上部構造や下部構造

を損傷させる可能性がある．実際に2011年東北地方

太平洋沖地震4)や2016年熊本地震では後で設置した

耐震補強部材の取付け部の損傷がみられた5)． 

従来の水平力分担装置の課題を踏まえ，新たなデ

バイスの開発コンセプトを表-1に示す．水平力分担

装置が担うべきL2地震力以上の耐力を確保しながら，

DCストッパーの変形能により取付け部の設計力を

超えないような挙動を実現できれば，L2地震力を超

える状況において取付け部の損傷を防ぎつつ，上部

構造と下部構造をできるかぎり長く接続させておく

ことができる． 

従来の水平力分担装置 開発コンセプト

耐力の
コント
ロール

挙動

終局状態に至る最大耐力が確認されていない従来の水
平力分担装置は，L2地震力を超える状況において取付
け部の耐力を上回り，上部構造や下部構造を損傷させ
る可能性がある

水平力分担装置が担うべきL2地震力以上の耐力を有し
ながら，取付部の設計力を超えないように挙動するこ
とで，L2地震力を超える状況において取付部の損傷を
防ぎ，上部構造と下部構造をできるかぎり接続させて
おくことができる

どこで壊れる？？

変位

荷重

水平力分担装置
が担うL2地震力

変位

荷重
取付け部
の耐力

デバイスが担う
L2地震力

取付け部
の耐力

表-1 従来の水平力分担デバイスの事例と課題の比較 
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3. 支承部損傷制御装置DCストッパーの提案 

 

前述の開発コンセプトを実現するために，任意の

成型ができる鋳物でありながら，一般的な鋳鋼材と

比べて非常に高いじん性を有する高じん性鋳鋼とい

う材料に着目し，支承を取り替えることなく，また

維持管理空間を確保したまま，支承部の耐震性を向

上させる新たなデバイスとして支承部損傷制御装置

DCストッパーを開発した．DCストッパーの構造を

図-1に示す．DCストッパーは高じん性鋳鋼を用い

た本体部分と一般的な鋳鋼材や鋼材の上沓・下沓か

ら構成される．DCストッパーの荷重－変位関係の

イメージを図-2に，地震時の作動プロセスを図-3に

示す．①常時・L1地震時には既設支承が機能してい

るため，DCストッパーは作動しない．②レベル１

地震動を超えると，上部構造の変位により上沓側が

DCストッパー本体に接触し，水平力分担機能を発

揮する．③L2地震動を超えると，DCストッパー本

体が変形し，じん性的に抵抗しながら変位拘束機能

を発揮する．④さらに大きな作用力を受けると，

DCストッパーは機能を失うが，上沓あるいは下沓

の構造高さによって段差防止機能を発揮する．DC

ストッパーは④の段階に至るまで上部構造と下部構

造を接続し続け，上部構造を桁かかり長上にソフト

ランディングさせることを狙うものである． 

DCストッパーの橋梁への設置イメージを図-4に

示す．橋脚の梁前面にブラケットを設置し，ブラケ

ット上にDCストッパーを設置することで，維持管

理の容易さを損なうことなく支承部のじん性を向上

することができる． 

 

 

4. 形状検討 

 

(1) 高じん性鋳鋼 

 高じん性鋳鋼は，図-5に示すように，一般的な鋳

鋼材と比較して引張強さが低く，かつ伸び性能に優

れた新しい鋳鋼材である．表-2は，高じん性鋳鋼の

機械的性質を示している．表中には，一般的な鋳鋼

材として知られる溶接構造用鋳鋼(SCW480)の機械

的性質も比較のために記載している．高じん性鋳鋼

は，降伏点と引張強さの上限値と下限値を限定して

いるところにも特徴がある．このような材料をDC

ストッパーの本体に用いることで，デバイスの変形

性能を確保するとともに，上沓や下沓などとの保有

耐力の階層化をより明確に実現させている． 

 

(2) DCストッパー本体の形状検討 

DCストッパー本体の形状は，先に述べたコンセ

プトのとおり，指向性が小さく，ひとつのデバイス

で上部構造の面的な挙動に追随するデバイスが望ま

れる．そのため，円筒形を基本としたうえで，表-3

に示す検討手順で決定した．まずSTEP1の静的設計

では，照査する断面とその照査方法の検討し，DC

図-1 DC ストッパーの構造概要 図-2 DC ストッパーの荷重-変位関係 

図-3 地震作用に応じた DC ストッパーの作動プロセス 

図-4 橋梁への設置イメージ 

L1

L2

荷重

変位

③変位
拘束機能

④段差
防止機能

②水平力
分担機能

既設支承

DCストッパー

取付部の耐力

高じん性鋳鋼
（DCストッパー本体）

鋳鋼材または鋼材
（上沓や下沓）

DCストッパー

①常時・L1地震時 ②～L2地震時

上部構造の変位により
上沓側がDCストッパー
に接触し、水平力分担機
能を発揮

既設タイプA支承が機能
しているため、DCス
トッパーは作動しない

③超過外力時

DCストッパーは機能
を失い、上沓側で段
差防止機能を発揮

④更なる超過外力時

上沓側 上沓側 上沓側
上沓側

DCストッパ－の変形
能で変位拘束機能を
発揮
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ストッパー本体の断面設計を梁計算に基づき行った．

ここで，DCストッパー本体の断面設計では，L2地

震動により生じる外力に対して高じん性鋳鋼の降伏

点以下とした．STEP2の静的線形解析は，静的設計

で定めたいくつかのDCストッパー本体形状に対し，

応力分布の均等性を確認するために実施した．そし

てSTEP3の静的非線形解析は，静的線形解析で優位

性の見られた形状を対象として，力学的特性（降伏

比）と変形状況を把握するために実施しており，そ

れらの結果から，図-6に示すDCストッパー本体の

最終形状を選定した． 

DCストッパー本体は，上フランジと下フランジ，

そして変形部からなる．常時からL2地震動までは，

DCストッパー本体に塑性変形は生じない．さらに，

上沓を介して上フランジに作用する水平力がL2地震

動を超えると，主に変形部において塑性変形を生じ

る．高じん性鋳鋼は，伸び性能に優れる材料である

ものの，局部的に応力が集中してしまえば，比較的

小さな変形でもき裂を生じる可能性がある．このこ

とから，DCストッパー本体の断面設計は，変形部

に生じる塑性変形ができるだけ均一となるように(1)

式を用いて行っている．σとτは照査断面の直応力度

(N/mm2)とせん断応力度(N/mm2)であり，𝜎𝑦と𝜏𝑦は，

高じん性鋳鋼の降伏点(N/mm2)と降伏点から求めた

降伏相当のせん断応力(N/mm2)である．Uは合成応力

度であり，変形部の高さ方向でいくつかの階層に断

面を区切り，それぞれの断面で合成応力度が1.0以

下であることを照査し，断面寸法を設定した．なお，

上フランジの厚みと直径は，L2地震動で生じる水平

力に対して，降伏相当の支圧応力度以下となるよう

に断面を設定している． 

 

U = (
𝜎

𝜎𝑦
)

2

+ (
𝜏

𝜏𝑦
)

2

≤ 1.0 

 

(3) 静的非線形解析 

静的非線形解析は，図-7に示す水平力400kNタイ

プのDCストッパー本体を対象として行った．解析

図-6 DC ストッパーの形状 図-7 400kN タイプの DC ストッパーの形状寸法 

表-3 DC ストッパー本体形状検討手順 

上フランジ 

変形部 
下フランジ 

（単位：mm） 

(1) 

0

100

200

300

400

500

600

0 10 20 30 40 50

引
張
応
力
度

[N
/m
m
2 ]

試験機変位 [mm]

図-5 材料引張試験結果 

表-2 高じん性鋳鋼の機械的性質 

溶接構造用鋳鋼 

高じん性鋳鋼 
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モデルの要素分割図を図-8に示す．DCストッパー

本体の材料特性は非線形性を考慮して，図-5に示し

た高じん性鋳鋼の引張試験結果から求めた真応力－

真ひずみ関係を与えた．上沓と下沓の材料特性は線

形とした（弾性係数：2.0×105N/mm2，ポアソン比：

0.3）．ソリッド要素の寸法は主要部で3~5mmとし

た．上沓とDCストッパー本体上フランジ部，また

は下沓とDCストッパー本体下フランジ部との接触

にはペナルティ法18-20)を適用し，貫入は許容してい

ない．それぞれの接触面の摩擦係数μは0.3とした．

これらの条件により上沓に強制変位を与えることで

解析を行った．なお，上沓は加力方向の面内のみに

変位し，面外方向への変形は生じないように境界条

件を設定した．解析は汎用有限要素解析ソフト

ABAQUS ver.6.14.-5で行い，DCストッパー本体の下

フランジ部を除いた高さに対して50％程度の水平変

位が生じたとき，あるいは荷重変動の生じない場合

に終了とした． 

図-9は，静的非線形解析で得られたミーゼス応力

のコンター図（水平変位70mm，解析終了時）を示

している．図中には，加力方向正面，加力方向側面，

そして加力方向側面の中央断面におけるミーゼス応

力の分布を示している．加力方向正面と背面側の広

い範囲で応力の分布が確認できるとともに，高じん

性鋳鋼の引張強さの上限値である400 N/mm2を上回

っていることが分かる．特に変形部と下フランジ境

界部付近の応力が卓越していることから，き裂は，

変形部と下フランジとの境界部から生じると考えら

れる．なお本解析で得られた荷重－変位関係は，後

述する実験結果と合わせて記す． 

 

 

5. 性能確認実験 

 

(1) 実験条件 

性能確認実験は，静的非線形解析を行った水平力

400kNタイプのDCストッパー本体で行った．載荷ケ

ースを表-4に示す．試験体数は，静的漸増載荷実験

（以下，漸増載荷）で2体，静的正負交番繰返し載

荷実験（以下，正負交番載荷）で4体とした．漸増

載荷では，確実にDCストッパー本体の終局状況を

把握するため，DCストッパー本体の変形部高さに

上フランジ高さを含めた値を載荷変位とした．正負

交番載荷では，DCストッパー本体の降伏相当のせ

ん断変形(δ)をパラメータとして載荷を行った．正負

交番載荷の実験状況を図-10に示す． 

実験は，下側固定板にDCストッパー本体，上側

固定板に加力板を取付け，試験機鉛直方向の制御を

変位ゼロとして，DCストッパー本体にき裂が生じ

るまで水平変位制御（加力速度1mm/sec）で載荷し

図-8 要素分割図 

図-9 ミーゼス応力のコンター図（水平変位 70mm，解析終了時） 

(a) 加力方向正面 (b) 加力方向側面 (c) 加力方向側面の中央断面 

表-4 載荷ケース 
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た．変位測定位置を図-11に示す．DCストッパー本

体の水平変位は図中のd2とd3の測定結果から求めた．

水平荷重は試験機内蔵のロードセルで測定した． 

 

(2) 実験結果 

漸増載荷により得られた水平荷重とDCストッパ

ー本体の水平変位の関係を図-12に示す．A-1とA-2

試験体の結果はほぼ一致している．漸増載荷の水平

荷重は，DCストッパー本体の降伏後，変形部がじ

ん性的に変形することで徐々に大きくなる傾向を示

した．それぞれの試験体の最大荷重は，A-1試験体

で 704.4kN（塑性率 21.3），A-2試験体で 688.8kN

（塑性率18.2）でありおおむね等しい．ここで塑性

率とは，実験により得られたDCストッパー本体の

塑性後の水平変位をそれぞれの試験体の降伏変位

(δy)で除した値である．また図中には，先に述べた

静的非線形解析で得られた結果を破線で示している．

各実験で得られた降伏荷重と最大荷重とは，多少の

差異がみられるものの，静的非線形解析により得ら

れた荷重－変位関係とおおむね近似する傾向といえ

る．これらのことから，DCストッパー本体は，水

平力分担機能に加え，じん性的な変形能による変位

拘束機能を有するとともに，耐力コントロールが可

能であるとわかる．図-13は，A-1試験体の漸増載荷

終了時の状況を示している． A-1，A-2試験体とも

に，DCストッパー本体は，変形部と下フランジと

の境界部付近に生じたき裂で終局を迎えた．DCス

トッパー本体に生じたき裂の位置は，図-9に示した

コンター図の応力卓越箇所に一致する． 

図-14は，正負交番載荷により得られた水平荷重

とDCストッパー本体の水平変位の関係を示してい

る．正負交番載荷の水平荷重は，繰返し載荷に伴う

ひずみ硬化の影響により徐々に大きくなることがわ

かる．それらの最大荷重は，B-1試験体で-719.4kN，

B-2試験体で-668.1kN，B-3試験体で-695.8kN，そし

てB-4試験体で-686.1kNであった．B-1試験体は，B-

2試験体と比較し，降伏相当としたせん断変形(δ)が

大きかったため最大荷重のやや高い傾向がみられた

が，B-3とB-4試験体の最大荷重はおおむね一致して

いる．また各試験体における最大荷重に到達するま

での塑性率は，B-1試験体で28.1，B-2試験体で22.0，

B-3試験体で26.9，そしてB-4試験体で27.6であり，

漸増載荷の最大荷重時の塑性率と比較してやや大き

いものの，ばらつきは小さい．なお図中の破線は，

漸増載荷と同様で静的非線形解析結果を示している．

正負交番載荷でのDCストッパー本体の終局状態は，

いずれの試験体も漸増載荷と同様で変形部と下フラ

ンジとの境界部付近に生じたき裂であった．  

表-5には，漸増載荷と正負交番載荷に加え，静的

非線形解析により得られた降伏荷重，最大荷重，そ

して塑性率の一覧を示している．各実験結果から求

図-11 変位測定位置 

図-10 実験状況（正負交番載荷） 

下側固定板 

上側固定板 

加力板 

ストッパー本体 

静的非線形解析 

図-12 水平荷重と水平変位の関係（漸増載荷） 

図-13 漸増載荷終了時の状況（A-1 試験体） 
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めた値は，解析結果と比較して多少の差異がみられ

るものの，おおむね近似する傾向といえる． 

 

 

6. まとめ 

 

本研究では，従来の水平力分担装置の課題を踏ま

え，支承部を壊れにくく，また仮に壊れたとしても

粘り強く壊れていくようにコントロールする支承部

損傷制御装置DCストッパーの開発コンセプト，形

状の検討，および性能検証実験結果について述べた．

以下に，本研究で得られた知見を示す． 

1) 一般的な鋳鋼材と比べて非常に高いじん性を有

する鋳鋼材に着目し，支承を取り替えることな

く，また維持管理空間を確保したまま，支承部

の耐震性を向上させる新たなデバイスとして支

承部損傷制御装置DCストッパーを開発した． 

2) 水平力400kNタイプの静的非線形解析を行い，漸

増載荷，あるいは正負交番載荷との比較を行っ

た．漸増載荷のA-1，A-2試験体の結果はほぼ一

致した．また静的非線形解析結果と比較すると，

降伏荷重と最大荷重は，多少の差異がみられる

ものの，おおむね近似する傾向といえる．正負

交番載荷において，B-1試験体はB-2試験体より

も最大荷重のやや高い傾向を示したが，B-3とB-

4試験体の最大荷重はおおむね等しい．これら実

験結果の傾向は，静的非線形解析結果におおむ

ね近似する．また，最大荷重に到達するまでの

塑性率は，正負交番載荷でやや大きいものの，

ばらつきは小さい．これらのことから，DCスト

ッパー本体は，水平力分担機能に加え，じん性

的な変形能による変位拘束機能を有するととも
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図-14 水平荷重と水平変位の関係（正負交番載荷） 

(a) B-1 試験体 (b) B-2 試験体 

(c) B-3 試験体 (d) B-4 試験体 

𝜹 = 𝟒. 𝟏𝒎𝒎 

𝜹 = 𝟒. 𝟓𝒎𝒎 

𝜹𝒚 = 𝟏. 𝟒𝒎𝒎 𝜹𝒚 = 𝟏. 𝟓𝒎𝒎 

𝜹𝒚 = 𝟏. 𝟔𝒎𝒎 𝜹𝒚 = 𝟏. 𝟔𝒎𝒎 

𝜹 = 𝟓. 𝟎𝒎𝒎 

𝜹 = 𝟒. 𝟓𝒎𝒎 

表-5 降伏荷重，最大荷重，塑性率の一覧 
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に，耐力コントロールが可能といえる． 

3) DCストッパー本体は，変形部と下フランジの境

界付近に生じるき裂で終局を迎える．この破壊

形態は，載荷条件によらず同じであり，静的非

線形解析結果での応力卓越箇所とも一致する．  

4) DCストッパーは，水平力分担装置として担うべ

きL2地震力以上の耐力を確保しながら，その変

形能により取付け部の設計力を超えないような

挙動を実現することができる．すわなち，L2地

震力を超える状況において取付け部の損傷を防

ぎつつ，上部構造と下部構造をできるかぎり長

く接続させておくことができる． 

本稿のコンセプトで示したように，DCストッパ

ーは，橋軸方向，橋軸直角方向に対する水平力分担

機能，変位拘束機能および段差防止機能を有してい

る．一方，道示Vにおける落橋防止システムは，橋

軸方向，橋軸直角方向，水平面内での回転方向に対

して独立して働くシステムでなければならないとさ

れているが，既設の支承まわりに3方向に対して独

立に働く装置を設置するのは，空間の制限や施工時

の制約等から困難な場合もあると想定される．その

ような場合において，DCストッパーを設置してお

くことで，地震後の速やかな機能復旧に寄与するこ

とが期待される． 
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